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1 ． はじめに
大学は社会へ出る直前の最後の教育機関としての役割を担っている。私立大学におい
ては，多くの学生を就職させ社会へ順調に送り出すことが大学の評価を定め，入学希望
者の増加に繋がるという実情がある。少子化による定員割れの恐れが高まる中，大学は
焦りにも似た感情に捉われて就職活動支援に力を入れ，学生たちの就職を応援するさま
ざまなプログラムやメニューを提供してきている。
しかし，近年，本学の就職支援センターでは，就職活動に役立ちそうなプログラムを
提示しても，それに乗って来ない学生たちが増えてきているという現象が見られる。就
職活動支援担当者は，しばしば折角用意したものが十分に活用されていないという，も
どかしさと無力感に苛まれるといった状況に置かれている。
その原因の一つに，学生たちの「やる気」や「チャレンジ精神」が以前の学生に比べて
希薄になってしまっているのではないかということが推測される。物質的に恵まれ，豊か
な環境で親から過保護的に育てられた彼らの精神と行動は，自立からは程遠いように感じ
られる。このような学生に対しては，就職活動支援でいくらノウハウを提供しても，それ
らに関心を示さず，また，使う術を知らない。こうした状況の下では，ノウハウを教える
以前に，先ず行動の土台となる「前向きの気持」を喚起させることが必要となる。そのた
めには，日頃のキャリア教育を通して自立心の養成や「やる気」の涵養が重要となる。
キャリア教育は，文部科学省の指導のもとに小学校から高校まで一貫して取り組まれ
て来ている。しかし，本学における最近の学生たちの消極的な態度や様子を見る限り，
その試みは必ずしも成果を挙げているようには感じられない。一方，最終教育機関とし
ての大学にとっては，社会の要請に応え得る人材を育成し，輩出して行くという責務が
存在する。この責務を果たすために，大学におけるキャリア形成支援をどう進めるべき
なのか，そのあり方と課題について考察する。
論　文
大学におけるキャリア形成支援の進め方と課題
島影　義和
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2 ．キャリアとは
（ 1 ）まず，「キャリア形成」「キャリア教育」の基となる「キャリア」について明らか
にしておきたい。当然のことながらキャリアは外来語であり，ぴったりと当てはまる日
本語訳はまだない。しかし，渡辺三枝子（2007）が指摘しているように，キャリア形成，
キャリア開発，キャリア教育などの実践を進めて行く上で，「キャリアという言葉が真
に何を意味しているのか」「他の言葉では置き換えられない特異性は何か」「本当に，日
本語に同じ意味を表現する単語はないのか」等，キャリアという用語に込められた意味
を明らかにすることは避けて通れない課題である。1 ）
英語のキャリア（career）とは，ラテン語のCarrus （cart）, carerera （road）等の語
にさかのぼるとされる。2 ）つまり，「馬車の轍（わだち）」「車の通る道」（車道）を語源
とし，馬車で道を進むことや，馬車の競争から競馬場や競技場のコースやトラックを意
味した。これらの行為が「働くこと」や「仕事」に通じ，その後，つぎのようなさまざ
まな使い方がされるようになった。
①　職務経歴書に記入する一行一行毎の仕事経験のような，職務経歴として経験してき
た職業（職務）の連続を意味する使い方。
②　「自分は“経理マン”である」など，仕事上での自己イメージや，「自分は何者
か？」ということを示す自己の存在証明（アイデンティティ）を意味する使い方。
③　「生涯」とか「一生」を意味するような人生そのものであるという使い方。
（ 2 ）アメリカでキャリアということばが現在のような使われ方をされるようになった
のは，1950年代になってからである。それまでは「職業（Vocation）」ということばが
使われていたが，スーパーらが職業発達理論の立場から「キャリア（Career）」という
ことばに置き換えるようになった。従って，1950年代～1960年代頃はキャリアはワーク
キャリアの概念として「キャリア＝職業・仕事」の意味を持っていた。このことがキャ
リアの概念の基となっている。
1970年代に入ると，仕事・余暇・学習・家庭・市民生活などのさまざまな領域におけ
る「役割の統合」を図ることが重視されるようになり，キャリアは一般的な生活様式
（ライフスタイル）を含むようになった。宮城まりこ（2002）によればキャリアの概念は，
職業を中心とする従来の狭義の概念から，人生と深く関わる「人の生き方そのもの」で
あるという広義の包括的，統合的概念に発展したとされる。そして，キャリアは人生の
さまざまな出来事や社会的要因と深く関わり合いながら，個人の人生において生涯にわ
たり発達し，変化し続けるものと考えられるようになった。人の生き方そのものという
意味を明確に表すために，「キャリア」という言葉に「ライフ」（人生・生き方）をつけ
た「ライフキャリア」（Life Career）という呼び方もされるようになっている。キャリ
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アの概念は，次のように狭義の概念と広義の概念に分けられる。3 ）
①　狭義の概念
「職業，職務，職位，履歴，進路」を示す。キャリアを職業，職務内容，職歴・経
歴，またこれから進むべき進路・方向性であると捉える。そこには職業とそれに付
随する様々な要素，経験，地位，取得した資格，業績，学歴・学位，技能・知識な
ども総合的に含まれる。
②　広義の概念
「生涯・個人の人生とその生き方そのものと，その表現のしかた」であると考える。
キャリアの概念を「個人の人生・生き方とその表現法」であるとし，職業・職務内
容・進路のみに留まらず，ボランティアワーク，ライフワーク，家庭内での仕事，
地域活動，趣味活動なども含め，幅広く全体的・統合的にキャリアを捉える。
3 ．高校までの学校教育の取り組み
（ 1）キャリア教育推進の流れ
キャリア教育は，現在，小学校から開始され，中学校，高等学校へとつながっている。
三村隆男（2004）によれば，小学校におけるキャリア教育導入の動きは1998年に告示さ
れた小学校の学習指導要領から始まったとされる。4 ）このキャリア教育の流れを法改正
や学習指導要領改訂から辿るとつぎのようになる。
1998年12月　小学校学習指導要領改訂……キャリア教育に関する文言として，「生きる
力をはぐくむことを目指し（総則・第 1 ）」「自己の生き方を考えることができるよ
うにする（総則・第 3 ）」「自らの将来について考えたりする機会を設けるなど工夫
する（総則・第 5 ）」「自ら現在及び将来の生き方を考えることができるように工夫
する（第 4 章　特別活動　第 3 ）」の表現が取り入れられた。5 ）
1999年12月　中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育との接続の改善について
（答申）」……「キャリア教育」という用語が初めて登場し，小学校段階から12年間
にわたるキャリア教育の必要性を示した｡キャリア教育を「望ましい職業観・勤労
観及び職業に関する知識や技能を見に付けさせるとともに，自己の個性を理解し，
主体的に進路を選択する能力・態度を育てる教育（第 1 節）」とした。
2004年 1 月　「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議報告書」……キャ
リア教育推進の指針を提言し，「キャリア」と「キャリア教育」について定義づけ
た。即ち，「『キャリア』とは『個々人が生涯にわたって遂行する様々な立場や役割
の連鎖及びその過程における自己と働くことの関係付けや価値付けの累積』（第 2
章 1 ）」と定義した。また，キャリア教育とは「端的には『児童生徒一人一人の勤
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労観，職業観を育てる教育』」とした上で，「本協力者会議では『キャリア』概念に
基づき，『児童生徒一人一人のキャリア発達を支援し，それぞれにふさわしいキャ
リアを形成していくための必要な意欲・態度や能力を育てる教育』ととらえている
（第 2 章 2 ）」とした。
2006年12月　教育基本法改正……教育の目標として「個人の価値を尊重して，その能力
を伸ばし，創造性を培い，自主及び自律の精神を養うとともに，職業及び生活との
関連を重視し，勤労を重んずる態度を養うこと（第 1 章第二条二）」を掲げた。
2007年 6 月　学校教育法改正……義務教育の目標の一つに「職業についての基礎的な知
識と技能，勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路を選択する能力を養う
こと。（第 1 章第二十一条十）」が加えられた。これにより小学校教育が中学校，高
校教育と進路指導の分野でつながった。
2008年 1 月　中央教育審議会答申「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学
校の学習指導要領等の改善について」……学習指導要領改訂の基本的な考え方とし
て，「学習意欲の向上や学習習慣の確立のためのひとつの観点として，職業観・勤
労観を育てるためのキャリア教育などを通じ，子どもたちが自らの将来について夢
やあこがれをもったり，学ぶ意義を認識したりすることが必要」とした。また，社
会の変化への対応の観点から教科等を横断して改善すべき事項として，「教育活動
全体を通した組織的・系統的なキャリア教育の充実に取り組む必要」「学ぶことや
働くこと，生きることを実感させ将来について考えさせる体験活動は重要」と指摘
し，キャリア教育充実の必要性をうたった。6 ）
2008年 3 月　新学習指導要領（小・中）……一連の法律改正や社会状況の変化などを受
けて学習指導要領の改訂が行われた｡小学校学習指導要領には，「児童が自己の生き
方について考えを深め（第 1 章第 1 ）」「自己の生き方を考えることができるように
する（第 5 章第 1 ）」「勤労の尊さや生産の喜びを体得する（第 6 章第 2 ）」とうた
われた。また，中学校学習指導要領には，「生徒が道徳的価値に基づいた人間とし
ての生き方についての自覚を深め（第 1 章第 1 ）」「職場体験活動やボランティア活
動，自然体験活動などの体験活動を生かす（第 3 章第 3 ）」「自ら課題を見付け，自
ら学び，自ら考え，主体的に判断し，よりよく問題を解決する資質や能力を育成
するとともに，学び方やものの考え方を身に付け，問題の解決や探求活動に主体
的，創造的，協同的に取り組む態度を育て，自己の生き方を考えることができるよ
うにする（第 4 章第 1 ）」「勤労の尊さや創造することの喜びを体得し，職場体験な
どの職業や進路にかかわる啓発的な体験がえられるようにする（第 5 章第 2 ）」など，
職業や自己の将来に関する学習活動が例示された。
2008年 7 月　教育振興基本計画……「勤労観・職業観や知識・技能をはぐくむ教育
（キャリア教育・職業教育）の推進」「子どもたちの勤労観や社会性を養い，将来の
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職業や生き方についての自覚に資するよう，経済団体，PTA，NPOなどの協力を
得て，関係府省の連携により，小学校段階からのキャリア教育推進する。」7 ）
2009年 3 月　新学習指導要領（高校）……「生徒が自己の在り方生き方を考え，主体的
に進路を選択することができるよう，学校の教育活動全体を通じ，計画的，組織的
な進路指導を行い，キャリア教育を推進すること（教育課程の編成）。」8 ）
（ 2）キャリア教育の要点
「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議報告書」（2004）よれば，
キャリア教育を「端的には『児童生徒一人一人の勤労観，職業観を育てる教育』」として，
一義的には仕事や職業に限定したキャリアの狭義の概念に立った捉え方をしている。そ
して，二義的に「本協力者会議では『キャリア』概念に基づき，『児童生徒一人一人の
キャリア発達を支援し，それぞれにふさわしいキャリアを形成していくための必要な意
欲・態度や能力を育てる教育』ととらえている」としている。この捉え方はキャリア概
念の発達の経緯から見れば自然であるが，キャリア教育の視点に立てば後者の方が重要
であろう。上西充子（2009）が指摘するとおり，「自らの責任で『キャリア』を選択・
決定していくことができるためには，確固とした勤労観，職業観を持っているだけでは
なく，人と関わる能力や，情報を活用する能力や，課題を解決する能力などが必要と
なってくる。」からである。9 ）
キャリアの形成にとって必要なのは，勤労観・職業観を持ちながら，自らがキャリア
を選択し決定していくことができるように，必要な能力・態度を身につけていくための
キャリア教育である。その意味からすれば，キャリア教育の要点は，2008年 3 月の中学
校学習指導要領にうたわれている「自ら課題を見付け，自ら学び，自ら考え，主体的に
判断し，よりよく問題を解決する資質や能力を育成するとともに，学び方やものの考え
方を身に付け，問題の解決や探求活動に主体的，創造的，協同的に取り組む態度を育て，
自己の生き方を考えることができるようにする（第 4 章第 1 ）」ことであろうと考える。
4 ．企業の求める人材
（ 1）企業が求める人材のモデル像
新規学卒者の採用にあたって，企業は現時点で保有している知識や能力よりも，中長
期的に見た成長力や将来の貢献可能性に判断の基準を置くのが通常である。そのため，
どのような資質を備えているかに重点が置かれる。企業で働く上で必要とされる資質は
何か，どのような資質を備えた学卒者が求められているのか。若年者が備えるべき資質
について，日本経団連，経済産業省，厚生労働省の各々が設定したモデル像の能力や定
義は以下のとおりである。
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①　日本経団連の提言
日本経団連は，個々の企業の求める人材像を集約する形で，産業界が求める人材をつ
ぎのような 3 つの力（「志と心」「行動力」「知力」）を備えた人材であると提言した。10）
・志と心：社会の一員としての規範を備え，物事に使命感を持って取り組める力。事業
活動に必要な誠実さ，信頼を得る人間性，倫理観を備え仕事を通じて社会に
貢献しようとする意欲，目標を達成する責任感と志の高さ，果敢に挑戦する
意志と情熱，物事に対する好奇心や夢をもつなど。
・行動力：情報の収集や交渉・調整などを通じて困難を克服しながら目標を達成する力。
外国人を含むまわりの人々と議論し，理解し合うための高いコミュニケ―
ション能力を含む。
・知　力：深く物事を探求し考え抜く力。各分野の基礎的な学力，論理的・戦略的な思
考力や高い専門性と独創性など。
②　社会人基礎力
経済産業省は，若者が最適な活躍の場所を見つけ，社会で生き生きと働くために求め
られている能力を「社会人基礎力」として定義した。社会人基礎力は表 1 のように 3 つ
の能力と12の要素から構成されている。11）
表 1 　社会人基礎力の内容
能　力 要　素 内　容
前に踏み出す力
（アクション）
主体性 物事に進んで取り組む力
働きかけ力 他人に働きかけ巻き込む力
実行力 目的を設定し確実に行動する力
考え抜く力
（シンキング）
課題発見力 現状を分析し目的や課題を明らかにする力
計画力 課題の解決に向けたプロセスを明らかにし準備する力
創造力 新しい価値を生み出す力
チームで働く力
（チームワーク）
発信力 自分の意見を分かりやすく伝える力
傾聴力 相手の意見を丁寧に聴く力
柔軟性 意見の違いや立場の違いを理解する力
情況把握力 自分と周囲の人々や物事との関係性を理解する力
規律性 社会のルールや人との約束を守る力
ストレスコントロール力 ストレスの発生源に対応する力
［出所］　経済産業省ホームページより作成
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③　就職基礎能力（YES－プログラム）
厚生労働省は，企業が若年者に求めている具体的な能力や採用にあたり重視している
資格を探るために，「若年者の就業能力に関する実態調査」（2004年）を実施した。調査
目的は，事務職・営業職の能力・水準に焦点をあて，求められる能力像を探ることで
あった。その調査結果に基づいて，厚生労働省は実際に企業が若年者に対して求めてい
る能力を整理し，「就職基礎能力」として具体的に示した。「就職基礎能力」とは「Youth 
Employability Support Program（若年者就職基礎能力支援事業）」の略で，その内容は
表 2 のとおりである。このプログラムは，厚生労働省が認定した民間の教育訓練機関や
大学・専門学校の認定講座を修了し所定の資格を取得すると，厚生労働省による「若年
者就職基礎能力修得証明書」が交付される仕組みになっている。それは，若年者自身が
行う就職基礎能力の修得に向けての努力を後押しすることや，就職活動の場面での自己
アピール力を高めるために活用することを想定しているからである。
表 2 　就職基礎能力の内容
コミュニケーション
能力
意思疎通
自己主張と他人の意見を聴くことのバランスをとりな
がら，効果的に意思の疎通ができる
協調性 双方の主張の調整を図り，調和を保つことができる
自己表現能力 状況にあったプレゼンテーションを行うことができる
職業人意識
責任感 社会の一員としての自覚を持っている
向上心・探究心
働くことへの関心や意欲をもちながら，進んで課題を
見つけ，レベルアップを目指すことができる
職業意識・勤労観
職業や勤労に対する幅広い見方・考え方を持ち，意欲
や態度等で示すことができる
基礎学力
読み書き 事務・営業職の職務に必要な文書の知識を持っている
計算・計数・数学的思考力
事務・営業職の職務に必要な数学的な思考方法や知識
を持っている
社会人常識 社会人として必要な常識を持っている
ビジネスマナー 基本的なマナー
集団生活に必要な気持の良い受け答えやマナーの良い
対応ができる
資格取得
情報技術関係
社会人として必要なコンピュータの基本機能の操作や
情報処理・活用ができる
経理・財務関係
社会人として必要な経理・会計，財務に関する知識を
持ち活用ができる
語学力関係
社会人として必要な英語に関する知識を持ち活用がで
きる
［出所］厚生労働省・中央職業能力開発協会編 若者向け冊子『YES Program』（2005）より作成
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（ 2）企業が大学卒業者に期待する能力
つぎに，新規学卒者の採用にあたって，個々の企業は具体的にどのような能力を重視
しているのかを見てみたい。企業や人事担当者に対するいくつかのアンケート調査結果
（上位 8 項目）によると，重視する能力は表 3 のとおりとなっている。
表 3 　企業が重視する能力のアンケート結果
【 調　査　Ⅰ】 【 調　査　Ⅱ】 【 調　査　Ⅲ】
重視する能力 ％ 重視する能力 ％ 重視する能力 ％
①コミュニケーション能力 81.7 ①コミュニケーション能力 94
①ヒューマン・スキル
　（対人関係スキル）
52.6
②チャレンジ精神 53.7 ②行動力 70 ②自発的な能力向上意欲 37.4
③協調性 53.0 ③熱意 65
③社会人としての
　基本スキル・マナー
35.3
④主体性 49.6 ④協調性 63 ④新しいことへの挑戦意欲 34.0
⑤誠実性 36.1 ⑤バイタリティー 54
⑤テクニカル・スキル
　（専門性）
33.1
⑥責任感 31.7 ⑥論理的思考力 46
⑥職務経験
　（中途採用時）
20.1
⑦ポテンシャル 30.1 ⑦明るさ 37
⑦コンセプチュアル・スキル
　（概念化スキル）
12.5
⑧論理性 22.0 ⑧問題解決能力 37 ⑧語学力 12.5
［備考］いずれの調査も回答は複数回答。
［出所］
【調査Ⅰ】日本経団連「大学等新卒者採用に関するアンケート調査」（対象602社，2006年10月調査）
【調査Ⅱ】日経HR「新卒採用に関するアンケート」（対象100社，2007年 2 月調査）
【調査Ⅲ】 産業能率大学「人事に聞いた不況による会社の変化・『採用する人材に求める能力』」（対象・
企業などの人事担当者329人，2009年10月調査）
この 3 つの調査で，最も重視される能力はいずれも対人関係のスキルである「コミュ
ニケーション能力」といわれるものである。コミュニケーション能力は，周囲の人たち
ときちんと意思疎通を図ることができる能力のことで，さまざまな年齢の人たちや異な
る職種の人たちが一緒に働くビジネスの現場では欠かすことのできない能力である。具
体的には，人の話をよく聞きそれに対する応答や説明，自分の考えを適切な言葉で正確
に相手に伝えることなどである。
二番目に重視される能力は「積極性」である。「チャレンジ精神」「主体性」「行動力」
「熱意」「バイタリティー」「自発的な能力向上意欲」「新しいことへの挑戦意欲」などの
項目が上位に並んでいる。これらの項目は，自分の考えをしっかりと持ち，自ら進んで
仕事に挑戦する前向きな姿勢（積極性）を表している。ビジネスの社会では，上司や先
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輩の指示を待ってから動くだけでは不十分で，周囲の人と積極的にかかわりながら自分
から意欲的に仕事に取り組む姿勢が必要とされるからである。
三番目に重視される能力は「協調性」である。個人の能力の高さを重視する欧米系企
業に比べて，組織力で強みを発揮する日本企業では，メンバー全員が気持ちを揃えて
働くことを要求される。そのための潤滑油としての「社会人としての基本スキル・マ
ナー」が重んじられる。「協調性」は日本企業にとって特に重要な能力とされている。
（ 3）企業が社員に求めるスキル
企業に採用された新規学卒者が数年経ち，中堅社員になったときに求められるスキル
については，前掲【調査Ⅲ】の同時調査によると表 4 のような結果となっている。
表 4 　企業が中堅メンバーに求めるスキル
重視するスキル ％ 重視するスキル ％
①職場の問題を解決する力 43.8 ⑦自発的な能力向上意欲 23.4
②後輩を育成する力 38.0
⑧ 組織の目的・目標に向けて上司をサポー
トする力
23.1
③目標達成実績 33.7 ⑨新しいことへの挑戦意欲 22.5
④ヒューマン・スキル（対人関係スキル） 33.4 ⑩組織外部と折衝・交渉する力 21.6
⑤職場の課題を形成する力 31.6 ⑪組織を変革する力 21.3
⑥戦略思考 26.1 ⑫関連部署と意見等を調整する力 20.1
［出所］ 産業能率大学「人事に聞いた不況による会社の変化・『中堅メンバーに求めるスキル』」（対象・
企業などの人事担当者329人，2009年10月調査。回答は複数回答。）
（ 4）企業の求める人材
以上の調査結果から見えてくる企業の求める人材とは，基礎能力として特に「コミュ
ニケーション能力」「積極性」「協調性」を備えていることである。そして，将来的に「自
分で問題を発見し，自分で解決方法を考え，自分が中心となって周囲を巻き込みながら，
問題解決の実行に取り組める，自らが率先して動ける人材」に成長するということであ
り，ひとことで言えば「自律型人間」とでも呼ばれるものであろう。表 4 の「重視する
スキル」の各項目は，このことを明確に示している。この自律型人間の意味するところ
は，キャリア教育の側面からすれば，まさに中学校学習指導要領にうたわれている「自
ら課題を見付け，自ら学び，自ら考え，主体的に判断し，よりよく問題を解決する資質
や能力を育成するとともに，学び方やものの考え方を身に付け，問題の解決や探求活動
に主体的，創造的，協同的に取り組む態度を育て，自己の生き方を考えることができる
ようにする」ことと合致する。その意味で，「キャリア教育」の目指すところと「企業
の求める人材」は同じ方向にあるといえるであろう。
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5 ．本学学生の働くことに対するイメージ
高校までキャリア教育を受け，やがて社会へ巣立っていかなければならない大学生は，
働くことや就職活動についてどのようなイメージや感覚を抱いているのだろうか。筆者
が担当する「キャリアデザイン」の授業でアンケート調査を行った。その結果は以下の
とおりである。
（ 1）「働くこと」についてのイメージ
2008年度春学期及び秋学期の受講者（ 1 年生～ 3 年生）に対して，「『働く』というこ
とについて，どんなイメージを持っていますか？」という質問を行った｡回答者のうち，
1 年生162名の回答223件（複数回答可）を，イメージの内容によって「ポジティブイ
メージ」「中立イメージ」「ネガティブイメージ」の 3 つに分類した。回答は自由記述と
し， 1 人で複数のイメージの記載がある場合はそれぞれのイメージに集計した（表 5 ）。
その結果を見ると，「働く」ことについては圧倒的にネガティブなイメージを抱いて
いる学生が多いことが分かる。占率にすると，「ポジティブイメージ」17.0%　「中立イ
メージ」29.1%　「ネガティブイメージ」53.8%である。
表 5 　働くことのイメージ
ポジティブイメージ 中立イメージ ネガティブイメージ
ポジティブイメージ 件数 イメージ内容 件数 イメージ内容 件数
・楽しそう・面白そう
・自分の成長・自立・大人
になる
・やりがい・生きがい・充
実感
・自分の力を発揮する
・社会に役立つ・社会参加
10
10
6
6
6
・お金を稼ぐ
・生きていくために必要
・生活の手段
・家族を養う
・人生そのもの，生きざま
・礼儀が必要
・その他
22
15
12
8
4
2
2
・大変，きつい，辛い，苦
しい
・自由な時間がない，時間
に縛られる，忙しそう
・責任を持つ，責任が重い
・疲れる
・人間関係・上下関係が面
倒
・プレッシャーがきつい，
失敗が許されない
・人がやらなければならな
い義務
・会社のために自分を犠牲
にする
・同じことの繰り返し
・自分ができるか不安
・面倒くさい
60
18
8
7
6
6
5
4
2
2
2
計 38 計 65 計 120
［出所］流通経済大学社会学部入門書編集委員会編「社会学は面白い！」p.222～223
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（ 2）就職活動についてのイメージ
2009年度春学期の受講者（ 1 年生～ 4 年生）に対して，「就職活動について持ってい
るイメージを，できるだけたくさん挙げてください。」という質問を行った｡回答者は
龍ヶ崎キャンパスと新松戸キャンパスを合わせて247名（ 1 年生163名， 2 年生56名， 3
年生15名， 4 年生13名），回答総件数は443件であった。この443件について，表 6 の通
り，イメージの内容によって「ポジティブイメージ」「中立イメージ」「ネガティブイ
メージ」の 3 つに分類した。
表 6 　就職活動のイメージ
イメージ 件数 ％
ポジティブイメージ 58 13.1
中立イメージ 96 21.7
ネガティブイメージ 289 65.2
合計 443 100.0
「ポジティブイメージ」の内容は，「人生にとって大事な活動（ 3 件）」「自分にあった
仕事を探す（ 3 件）」「社会人・自立（ 3 件）」「大きな決断（ 3 件）」「楽しい（ 2 件）」「自
分を高める（ 1 件）」「自分の売り込み（ 1 件）」等であるが，まとまった件数の項目は
見当らない。「中立イメージ」の内容は「面接・面接練習（22件）」「スーツ・スーツ姿
（14件）」が多くそれ以外には「情報・情報力（ 3 件）」「マナー・礼儀（ 2 件）」「身だし
なみ・黒髪（ 2 件）」「会社説明会（ 1 件）」「コミュニケーション（ 1 件）」「給料・ボー
ナス（ 1 件）」等の内容である。「ネガティブイメージ」は内容の種類は30種類以上にわ
たっている。回答数の多かった項目のベストテンは表 7 の通りである｡
表 7 　就職活動のネガティブイメージ
回　答 件数 ％ 回　答 件数 ％
①大変・大変そう 113 25.5 ⑦スーツ・スーツ姿 14 3.2
②難しい・難しそう 32 7.2 ⑧就職難・不況・氷河期 13 2.9
③忙しい・忙しそう 26 5.9 ⑨面倒くさい 11 2.5
④厳しい・厳しそう 23 5.2 ⑩不安 6 1.4
⑤面接・面接練習 22 5.0
⑥辛い・辛そう 15 3.4 合計 275 100.0
上位10項目のうち，ネガティブイメージが圧倒的で 8 項目を占めている（①②③④⑥
⑧⑨⑩）。ネガティブイメージの件数合計は239件，比率は86.9％に達する。中立イメー
ジと思われるものが⑤⑦の 2 項目，36件，13.1%であるが，ポジティブイメージはベス
トテンには 1 つも顔を出していない。就職活動というものが，学生にとって非常に大き
大学におけるキャリア形成支援の進め方と課題66
社会学部論叢　第20巻第 2 号2010. 3〔40〕
なプレシャーとなってのしかかっていることが窺える。
6 ．問題の所在
学生たちは高校までのキャリア教育のなかで，働くことの意義や大切さを学び，職場
見学や体験的な学習などを通じて，仕事の内容を多少なりとも理解してきている筈であ
る。しかし，本学の学生の抱いている，働くことに対するイメージや消極的な態度を見
る限り，彼らが受けてきたキャリア教育は，果たして効果が挙がっているのかと疑問
を感じざるを得ない。彼らは，早ければ 3 年生の10月頃から否応なく就職活動に従事し
なければならなくなるが，自分のキャリアを大きく左右する就職活動が受身であっては，
成功は覚束ないであろう。大学は，社会に出る直前の教育機関の役割として，彼らを有
為な人材として順調に社会へ送り出さなければならない。そのために大学はなすべきこ
とと出来ることを明確にし，対応を図る必要がある。
7 ．大学におけるキャリア形成支援
（ 1）大学のキャリア形成支援の現状
大学のキャリア形成支援への取り組み状況は，法政大学（2006）の調査に詳しい。12）
同調査報告書によれば，低学年から「キャリア支援・キャリア教育」13）に取り組んでい
る大学は，回答のあった国公立・私立307校の64.2%に上っている｡「キャリア支援・キャ
リア教育」導入のイニシアティブを取ったのは，「就職部・キャリアセンター」が70.9%，
「大学教育の検討・改善にかかわる教員組織」が34.9%である14）。その企画主体は，「就
職部・キャリアセンター」が82.8%，「教員組織」が29.1%である15）。また，就職部・キャ
リアセンターへの教員の関与は，「基本的に関与していない」と「実質的な関与は弱い」
の合計が57.4%，「実質的にも強く関与している」が32.4%となっている。
これらの調査結果は，キャリア支援・キャリア教育が就職活動支援の必要性から発生
してきており，大学職員を中心とする組織が主導的な立場で進められてきたことを示し
ている。しかし，一方で就職部・キャリアセンターによる従来からの方式による就職活
動支援が行き詰まりつつあることも示している。そして，教員組織の関与による新たな
展開が必要であり，キャリア教育として現在進められつつあることを示していると考え
る。
（ 2）大学におけるキャリア形成支援の要素
大学におけるキャリア形成支援は，「キャリア教育」と「就職支援活動」の 2 つの要
素で構成されると考える。
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①　キャリア教育
キャリア科目，インターンシップなど 1 ， 2 年生から教員によって学部教育の一環と
しての取り組みがされている。キャリアデザインなどの講義科目，企業人や卒業生を招
いて企業の実態や働き方の紹介を行うオムニバス形式の科目，学生自身が自己理解や生
き方・働き方についての認識を深めるためにグループワークを活用する科目など，多彩
な形式で行われている。インターンシップも働く場を体験することからキャリア教育の
一環と考えられる。
キャリア教育は，学生が社会のさまざまな仕組みや知識を身につけることと，意欲を
持って前向きにものごとに取り組む姿勢を身につけることを目的としている。
②　就職支援活動
自己分析，SPI対策，面接練習，業界・企業研究，企業説明会，内定者発表会，公務
員試験対策講座など主に 3 ， 4 年生を対象にした取り組みをさす。就職支援活動は主に
就職部やキャリアセンターが担当しており，就職活動に直結する就活ノウハウを提供し
ている。一般に学部教育とは切り離されており，主に大学職員によって実施されている
ことが多い。
しかし，就職支援活動は実質的にキャリア教育の側面を持っている。学生は就職活動
を実践することによって，社会の仕組みを知り，自分自身が意欲を持って自発的に取り
組まなければ結果は出ないことを知る。それは，まさにキャリア教育の実践であり，試
行錯誤を重ねながら彼らが自分自身を成長させていくことにつながるという効果がもた
らされている。
8 ．大学におけるキャリア形成支援の進め方と課題
前述したように，高校までのキャリア教育の目指すものと企業の求める人材は，共に，
自ら考え，自らの意思で動き，周囲との調和を図れるような「自律した人材」である。
しかし，本学の多くの大学生が持つ勤労観・職業観は，表 5 の働くことや就職活動に対
して抱いているイメージを見る限り，「自律した人材」からは程遠い感じを受ける。も
しも，高校までのキャリア教育が実を結んでいないとするならば，大学は独自のキャリ
ア教育で補うことが必要となる。しかし，大学は， 3 年生後半からは就職活動が控えて
おり，キャリア教育に割ける時間は限られている。この限られた時間の中で，大学本来
の専門教育の質を落とさずに，必要なキャリア教育を行い，社会人への移行をスムーズ
にサポートすることがキャリア支援を進める上でのポイントとなる。
現在，大学におけるキャリア教育は，各大学がそれぞれにカリキュラムの開発を行い，
試行錯誤しながら取り組んでいる状況である。キャリアは個人一人一人異なる性格のも
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のであり，キャリア形成支援も大学によっても当然に異なるものである。そうだとすれ
ば，カリキュラムもその大学独自の特色のある効率的なカリキュラムを開発して行く必
要があるであろう。
その一方で，学習指導要領によって一定の枠を嵌められたキャリア教育が小学校から
高校まで12年間にわたって実施されている。大学は独自の個性を保ちながらも，学生た
ちが受けてきた高校までのキャリア教育の目的や方向性を生かした連続性のあるカリ
キュラムにすることも考慮すべきである。キャリア教育における高校と大学の連携を，
より一層推し進める必要があると思われる。
キャリア形成支援のもう一方の要である就職支援活動を，キャリア教育とどのように
連携させるかということも重要な課題である。 1 ， 2 年生を対象とするキャリア教育を，
3 ， 4 年生が中心となる就職支援活動にスムーズにつなげ，大学 4 年間を通じて一貫し
たキャリア形成支援を行うことが，学生にとってキャリアの発達や開発に役立つことに
なる。そのために，キャリア教育を担当する教員と就職支援活動を担う職員との更なる
密接な連携が重要であり，教員，職員双方の意識改革が求められるであろう。
注
1 ）渡辺三枝子（2007）『新版　キャリアの心理学』p.5
2 ）梅澤正（2007）『大学におけるキャリア教育のこれから』p.17
3 ）宮城まり子（2002）『キャリアカウンセリング』p.11～12
4 ）三村隆男（2004）『キャリア教育入門』p.29
5 ）同上　p.30
6 ）日本キャリア教育学界編（2008）『キャリア教育概説』p.82
7 ）三村隆男（2009）『新学習指導要領と学習の過程』
8 ）同上
9 ）小杉礼子編（2009）『若者の働き方』〔第 4 章〕上西充子『大学生の現状とキャリア形成支
援』p.111
10）日本経団連（2004）『21世紀を生き抜く次世代育成のための提言』
11）経済産業省「社会人基礎力に関する研究会」が2005年に示した概念。職場や地域社会で多
様な人々と共に仕事を行っていく上で必要な基礎的能力を指す。
12）法政大学大学院経営学研究科キャリアデザイン学専攻調査委員会（2006）『大学における
キャリア支援・キャリア教育に関する調査報告書』p.8～9
13）この調査にあたっては「キャリア支援・キャリア教育」を厳密な定義づけを行っていない。
その理由は大学によって「キャリア支援・キャリア教育」の捉え方が一定ではないためで
ある｡本稿では「キャリア支援・キャリア教育」を「キャリア形成支援」と同義と捉えて
いる。
14）複数回答形式
15）複数回答形式
大学におけるキャリア形成支援の進め方と課題
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